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平成 19 年 7 月期通期業績予想の修正に関するお知らせ 

 
当社は、平成 18 年 9 月 1 日に発表した平成 19 年 7 月期通期（平成 18 年 8 月 1 日～平成 19 年 7

月 31 日）の業績予想を下記のとおり修正しましたのでお知らせ致します。 
 

記 
１．平成 19 年 7 月期通期の業績予想数値の修正（平成 18 年 8 月 1 日～平成 19 年 7 月 31 日） 
（1）平成 19 年 7 月期通期の連結業績予想（平成 18 年 8 月 1 日～平成 19 年 7 月 31 日） 

（単位：百万円） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想 （Ａ） 8,000 2,200 1,276 

今 回 修 正 予 想 （Ｂ） 6,605 1,450 835 

増 減 額 （Ｂ－Ａ） △1,395 △750 △441 

増 減 率 （％） △17.5％ △34.1％ △34.6％ 

（ご参考）前期実績（平成 18 年 7 月期） 5,548 1,824 1,069 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）243 円 90 銭 
 
（2）平成 19 年 7 月期通期の個別業績予想（平成 18 年 8 月 1 日～平成 19 年 7 月 31 日） 

（単位：百万円） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想 （Ａ） 7,500 2,000 1,160 

今 回 修 正 予 想 （Ｂ） 6,205 1,420 941 

増 減 額 （Ｂ－Ａ） △1,295 △580 △219 

増 減 率 （％） △17.3％ △29.0％ △18.9％ 

（ご参考）前期実績（平成 18 年 7 月期通期） 5,408 1,733 1,014 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）274 円 86 銭 
 
 
 



２．修正理由 
売上面においては、駐車場事業については、改正道路交通法の施行による違法駐車の即時摘発開

始などを背景に、既存物件での時間貸し駐車場運営・管理は順調に推移しました。また、地方都市

においては、2006 年 4 月に札幌支社、2006 年 12 月に仙台支社を開設し拡大を行いながら、営業活

動を行った結果、新規物件獲得は堅調に推移しました。しかしながら、駐車場事業の売上構成で約

半分の割合を占める東京において、景気の回復、競合業者の増加などマーケットの変化により収益

還元型のソリューション提案が逓減しているなか、オーナーのニーズを捉えきれず、新規獲得物件

数は当初計画対比で大幅に伸び悩み、当初計画の売上に対して未達になる見込みであります。 

ＩＰＯ・ＩＲコンサルティング事業においては、当中間期においては計画通り推移しました。し

かし、当中間期以降に株式の売却を行いキャピタルゲインの獲得を予定していたものの、当社が売

却を想定していた株価に達しておらず、通期については、当初計画の売上に対して未達になる見込

みであります。 

スキー場事業においては、日本全国的に暖冬ではあり、当中間期に取得したサンアルピナ鹿島槍

スキー場においても今シーズンは降雪が少なく、年末年始になりようやく全面滑走可能となりまし

た。暖冬、少雪の影響で来場者数が減少したこと、来場者数主体の営業戦略から一人当たり顧客単

価の高いユーザー層を呼び込む戦略への転換に想定以上の時間を要していることなどにより、今中

間期においては、当初計画どおりの進捗とはならず、通期についても当初計画の売上に対して未達

になる見込みであります。 

また、売上総利益については、駐車場事業において、改正道交法の施行や景気回復などの影響に

より東京を中心として地価が上昇している中、物件数の拡大を先行させた 2006 年 7 月期の第４四

半期に獲得した物件において、当社が駐車場オーナーに支払う賃料が上昇し、赤字物件、低収益物

件が発生したことなどにより、当社グループ全体での売上総利益率は前年同期と比べて 4.8 ポイン

ト低下し 37.5％となりました。 

販売費及び一般管理費については、駐車場事業においては、営業部門を中心とした社員数の増加、

積極的なシステム投資による減価償却費増加、支社開設による地代家賃増加など拡充や効率化に伴

う費用が発生しました。また、スキー場事業においては、余剰コストの削減を積極的に行いました

が、レストランのリニューアルなど集客力を高めるための投資を行ったことなどにより、当社グル

ープ全体での売上高販管費率は 25.0％となりました。 

以上の理由により、平成 19 年 7 月期通期の連結業績及び個別業績の予想を修正致します。 

なお、配当金につきましては当初の予定通り、１株当たり２００円の期末配当を行う予定であり

ます。 

 

（注）本資料に記載しております予想数値は、本資料作成日現在において入手可能な情報に基づき作成

したものであり、実際の業績は様々な要因によって、上記予想数値と異なる可能性があります。 
以上 


